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連結注記表
（連結計算書類の作成のための基本となる重要な事項に関する注記等）
１．連結の範囲に関する事項
連結子会社の数及び主要な連結子会社の名称

連結子会社の数 ５社
連結子会社の名称 佰餾（上海）信息技木有限公司

VALUEDESIGN SINGAPORE PTE.LTD.
VALUEDESIGN（THAILAND）CO.,LTD.
VALUEDESIGN（MALAYSIA）SDN.BHD.
ValuAccess Service Pvt Limited

当連結会計年度より、株式の取得によりValuAccess Service Pvt Limitedを連結の範囲に含め
ております。

２．連結子会社の事業年度等に関する事項
佰餾（上海）信息技木有限公司の決算日は12月31日であります。VALUEDESIGN
SINGAPORE PTE.LTD.、 VALUEDESIGN （THAILAND） CO.,LTD.、 VALUEDESIGN
（MALAYSIA）SDN.BHD.及びValuAccess Service Pvt Limitedの決算日は３月31日でありま
す。
連結計算書類の作成に当たっては連結決算日現在で実施した仮決算に基づく計算書類を使用し
ております。

３．会計方針に関する事項
（1）重要な資産の評価基準及び評価方法
たな卸資産の評価基準及び評価方法
商品 先入先出法による原価法を採用しております。

（貸借対照表価額は収益性の低下による簿価切り下げの方法により算定）
仕掛品 個別法による原価法を採用しております。

（貸借対照表価額は収益性の低下による簿価切り下げの方法により算定）
（2）重要な減価償却資産の減価償却の方法
① 有形固定資産（リース資産を除く）

定額法を採用しております。
なお、主な耐用年数は次のとおりであります。
建物 ８～15年
工具、器具及び備品 ４～10年

② 無形固定資産（リース資産を除く）
定額法を採用しております。
なお、自社利用のソフトウェアについては、社内における利用可能期間（５年）に基づく
定額法によっております。

③ リース資産
所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産は、リース期間を耐用年数と
し、残存価額を零とする定額法によっております。

（3）重要な引当金の計上基準
貸倒引当金
債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、貸倒懸念
債権等特定の債権については個別に回収可能性を検討し、回収不能見込額を計上しておりま
す。

（4）その他連結計算書類の作成のための重要な事項
① 外貨建の資産及び負債の本邦通貨への換算基準

外貨建金銭債権債務は、連結決算日の直物為替相場により円貨に換算し、換算差額は損益
として処理しております。なお、在外子会社の資産及び負債は、連結決算日の直物為替相場

― 1 ―

定時株主総会招集通知 （宝印刷）  2019年08月29日 15時50分 $FOLDER; 2ページ （Tess 1.50(64) 20181220_01）



により円貨に換算し、収益及び費用は期中平均相場により円貨に換算し、換算差額は純資産
の部における為替換算調整勘定に含めております。

② 退職給付に係る会計処理の方法
一部の連結子会社は、退職給付に係る負債及び退職給付費用の計算に、退職給付に係る期
末自己都合要支給額を退職給付債務とする方法を用いた簡便法を適用しております。

③ 消費税等の会計処理
消費税及び地方消費税の会計処理は、税抜方式によっております。

(表示方法の変更に関する注記)
（連結貸借対照表関係）
前連結会計年度において、「投資その他の資産」の「その他」に含めていた「敷金及び保証金」

（前連結会計年度14,274千円）は、金額的重要性が増したため、当連結会計年度より独立掲記する
こととしております。

（「『税効果会計に係る会計基準』の一部改正」の適用に伴う変更）
「『税効果会計に係る会計基準』の一部改正」(企業会計基準第28号 平成30年２月16日)を当連
結会計年度の期首から適用し、繰延税金資産は投資その他の資産の区分に表示し、繰延税金負債は
固定負債の区分に表示する方法に変更しております。

（連結貸借対照表に関する注記）
１.有形固定資産の減価償却累計額 386,658千円
２.たな卸資産の内訳
　 商品 4,390千円
　 仕掛品 83千円

（連結株主資本等変動計算書に関する注記）
１．当連結会計年度の末日における発行済株式の総数

普通株式 1,469,500株
２．当連結会計年度の末日における当社が発行している新株予約権（権利行使期間の初日が到来して
いないものを除く。）の目的となる株式の数
普通株式 158,700株

（金融商品に関する注記）
１．金融商品の状況に関する事項
（1）金融商品に対する取組方針

当社グループにおける資金運用については、短期的な預金等に限定し、また、資金調達につい
ては、設備投資等長期に亘り影響を及ぼす資金支出については市場より直接資金調達を行い、短
期的な運転資金については銀行借入による資金調達を行う方針です。

（2）金融商品の内容及びリスク並びにリスク管理体制
営業債権である売掛金は、顧客の信用リスクに晒されております。当該リスクに関しては、取
引先ごとの期日管理及び残高管理を行うとともに、与信管理規程に基づき与信を管理することに
より、取引先の信用状況を把握する体制としております。
営業債務である買掛金及び未払金は、そのほとんどが、１年以内の支払期日であります。
長期借入金及びファイナンス・リース取引に係るリース債務は、主に設備投資に係る資金調達
を目的としたものであります。
未払法人税等は、法人税、住民税（都道府県民税及び市町村民税をいう。）及び事業税の未払
額であり、そのほぼ全てが２ヶ月以内に納付期限が到来するものであります。
また、営業債務は、流動性リスクに晒されておりますが、当社グループでは、各社が月次に資
金繰計画を作成する等の方法により管理しております。
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２．金融商品の時価等に関する事項
（単位：千円）

連結貸借対照表計上額 時価 差額
（1）現金及び預金 403,757 403,757 －
（2）売掛金 316,363 316,363 －

貸倒引当金（※１） △2,938 △2,938 －
313,425 313,425 －

（3）敷金及び保証金 67,407 68,277 869
資産計 784,590 785,459 869
（1）買掛金 107,337 107,337 －
（2）未払金 145,164 145,164 －
（3）未払法人税等 7,504 7,504 －
（4）長期借入金（※２） 170,080 170,106 26
（5）リース債務（※３） 32,003 31,960 △42
負債計 462,089 462,073 △15
（※１）売掛金に対応する貸倒引当金を控除しております。
（※２）長期借入金は１年内返済予定の長期借入金を含めております。
（※３）リース債務は１年以内のリース債務を含めております。

（注１）金融商品の時価の算定方法に関する事項
資 産
（1）現金及び預金、（2）売掛金

これらは短期間で決済されるものであるため、時価は帳簿価額と近似していることから、当
該帳簿価額によっております。

（3）敷金及び保証金
敷金及び保証金の算定は、その将来キャッシュ・フローを国債の利回り等適切な指標で割り
引いた現在価値により算定しております。

負 債
（1）買掛金、（2）未払金、（3）未払法人税等

これらは短期間で決済されるものであるため、時価は帳簿価額と近似していることから、当
該帳簿価額によっております。

（4）長期借入金、（5）リース債務
これらのうち変動金利によるものは、短期間で市場金利を反映し、また、当社の信用状態は
実行後大きく異なっていないことから、時価は帳簿価額と近似していると考えられるため、当
該帳簿価額によっております。固定金利によるものは、元利金の合計額を新規に同様の取引を
行った場合に想定される利率で割り引いて算定する方法によっております。

　
（１株当たり情報に関する注記）
１．１株当たり純資産額 476円91銭
２．１株当たり当期純損失 102円20銭
　
（重要な後発事象に関する注記）
該当事項はありません。
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個別注記表
（重要な会計方針に係る事項に関する注記）
1. 資産の評価基準及び評価方法
（1）有価証券の評価基準及び評価方法

子会社株式 移動平均法による原価法を採用しております。
関係会社出資金 移動平均法による原価法を採用しております。

（2）たな卸資産の評価基準及び評価方法
商品 先入先出法による原価法を採用しております。

（貸借対照表価額は収益性の低下による簿価切り下げの方
法により算定）

仕掛品 個別法による原価法を採用しております。
（貸借対照表価額は収益性の低下による簿価切り下げの方
法により算定）

2. 固定資産の減価償却の方法
（1）有形固定資産（リース資産を除く） 定額法を採用しております。

　なお、主な耐用年数は以下のとおりであります。
建物 ８～15年
工具、器具及び備品 ４～10年

（2）無形固定資産（リース資産を除く） 定額法を採用しております。
　なお、自社利用のソフトウェアについては、社内における利用可能期間（５年）に基づく定額
法によっております。

（3）リース資産
　所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産は、リース期間を耐用年数とし、残
存価額を零とする定額法によっております。

（4）長期前払費用
　均等償却を採用しております。

3. 引当金の計上基準
貸倒引当金
　債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、貸倒懸念債権
等特定の債権については個別に回収可能性を検討し、回収不能見込額を計上しております。

4. その他計算書類の作成のための基本となる重要な事項
（1）外貨建の資産及び負債の本邦通貨への換算基準

　外貨建金銭債権債務は、決算日の直物為替相場により円貨に換算し、換算差額は損益として処
理しております。

（2）消費税等の会計処理
　消費税及び地方消費税の会計処理は、税抜方式によっております。

(表示方法の変更に関する注記)
（貸借対照表関係）
前事業年度において、「投資その他の資産」の「その他」に含めていた「敷金及び保証金」（前事
業年度12,898千円）は、金額的重要性が増したため、当事業年度より独立掲記することとしてお
ります。

（「『税効果会計に係る会計基準』の一部改正」の適用に伴う変更）
「『税効果会計に係る会計基準』の一部改正」(企業会計基準第28号 平成30年２月16日)を当事
業年度の期首から適用し、繰延税金資産は投資その他の資産の区分に表示し、繰延税金負債は固定
負債の区分に表示する方法に変更しております。
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（貸借対照表に関する注記）
１.有形固定資産の減価償却累計額 386,076千円
２.たな卸資産の内訳
　 商品 4,388千円
３.関係会社に対する金銭債権及び金銭債務
　 短期金銭債権 960千円
　 短期金銭債務 3,821千円

（損益計算書に関する注記）
１．減損損失
当社は、以下の資産グループについて減損損失を計上しております。

場所 用途 種類

本社（東京都中央区） ハウスプリペイドカード事業
事業用資産 工具、器具及び備品、ソフトウエア

本社（東京都中央区） ブランドプリペイドカード事業
事業用資産 工具、器具及び備品、ソフトウエア

本社（東京都中央区） ハウスプリペイドカード事業
遊休資産 工具、器具及び備品、ソフトウェア

当社は、原則として事業用資産については、管理会計上の区分を基準としてグルーピングを行って
おり、遊休資産については、個別資産ごとにグルーピングを行っております。
上記の事業用資産については収益性の低下により、帳簿価額を回収可能額まで減額し、当該減少額
を減損損失として特別損失に計上しております。
事業用資産の回収可能額は使用価値、遊休資産の回収可能額は正味売却価額により測定しておりま
すが、当該資産グループについては、将来キャッシュ・フローに基づく使用価値及び正味売却価額が
零であるため、回収可能額はないものとして算定しております。

２．関係会社との取引高
　営業取引以外の取引高 1,970千円

（株主資本等変動計算書に関する注記）
　当事業年度末における自己株式の種類及び株式数

普通株式 77株

（税効果会計に関する注記）
繰延税金資産の発生の主な原因別の内訳
繰延税金資産
　貸倒引当金 23,788千円
　繰越欠損金 45,356千円
　減価償却超過額 40,108千円
　関係会社出資金評価損 46,114千円
　その他 11,848千円
繰延税金資産小計 167,215千円
評価性引当額 △142,592千円
繰延税金資産合計 24,622千円
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（関連当事者との取引に関する注記）
子会社及び関連会社等

（単位：千円）

種 類 会社等
の名称

議決権等の所有
（被所有）割合

関連当事者
との関係 取引の内容 取引金額 科 目 期末残高

子会社
佰餾（上海）
信息技木有限公司 所有直接

100.0％
役員の兼任
資金の援助等

資 金 の 貸 付
（注１） 6,504

関 係 会 社
長 期 貸 付 金
（注３）

60,459

増 資 の 引 受
（注２） 15,526 関 係 会 社

出 資 金 －

経 費 の 立 替
（注４） 1,140

関 係 会 社
長期未収入金
（注３）

12,831

利 息 の 受 取
（注１） 1,970

関 係 会 社
未 収 入 金
（注３）

960

子会社
VALUEDESIGN
SINGAPORE
PTE.LTD.

所有直接
75.0% 役員の兼任

増 資 の 引 受
（注２） － 関係会社株式 28,274

経 費 の 立 替
（注４） 2,945 関 係 会 社

長期未収入金 14,593

子会社
VALUEDESIGN
（THAILAND）
CO.,LTD.

所有直接
75.0％ 役員の兼任

増 資 の 引 受
（注２） － 関係会社株式 23,181

経 費 の 立 替
（注４） 5,859 関 係 会 社

長期未収入金 26,863

子会社
VALUEDESIGN
（MALAYSIA）
SDN.BHD.

所有直接
75.0% 役員の兼任

増 資 の 引 受
（注２） － 関係会社株式 21,824

経 費 の 立 替
（注４） 1,340 関 係 会 社

長期未収入金 6,468

子会社
ValuAccess Service

Pvt Limited
所有直接
100.0% 役員の兼任

増 資 の 引 受
（注２） 16,625 関係会社株式 28,165

経 費 の 立 替
（注４） 20,419 関 係 会 社

長期未収入金 19,742

取引条件及び取引条件の決定方針等
（注１）資金の貸付については、市場金利を勘案して合理的に決定しております。
（注２）増資の引受は、子会社が行った増資を当社が引き受けたものであります。
（注３）佰餾（上海）信息技木有限公司への貸付金及び未収入金に対して、73,622千円の貸倒引当金
　 を設定しております。
（注４）経費の立替については、主にサーバの使用料や事務所賃料等の支払いを親会社が立替えたも
　 のであります。なお、この経費の立替に関して金利及び手数料の受取は行っておりません。

（１株当たり情報に関する注記）
１．１株当たり純資産額 548円03銭
２．１株当たり当期純損失 65円48銭

（重要な後発事象に関する注記）
　該当事項はありません。
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